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2「基本シナリオ」を対象としたFEP情報に基づく
シナリオの構築・評価技術の整備（基本フレーム）

地質環境調査・地質環境モデル

（含，地質環境の長期変遷，天然現象の特定）
安全評価で対象とする場の選定・特性評価（含，不確実性評価） 地表環境の

設定

ニアフィールド岩盤評価手法 天然現象
影響評価

設計仕様

安全確保概念 安全機能の設定・処分場の設計検討

材料

特性評価

天然現象による

環境条件の変化
の把握

地質環境特性の不確実性

低減に向けた情報

安全確保の信頼性向
上のための情報

生物圏
評価設計仕様

システムの長期挙動の理解
フィードバック

特性評価

プロセスの相互関係，蓋然性，安
全機能への影響などの把握

生物圏の

記述

合理化のための情報

上のための情報 評価

シナリオ 長期的変動を考
慮した状態設定

シナリオ評価

モデル・パラメータ

影響解析

コード開発

DB開発

線量換算

係数評価

安全評価の不確実性の低減に向けた情報

フィードバック
被ばく評価

係数評価

安全確保概念＝安全機能として何を考えるのか →トップダウン的な視点を重視



3留意しておくべき点：安全委員会のシナリオの定義

(基本シナリオ：)発生の可能性が高く，通常起きるものと考えざる
をえないようなシナリオに基づき，確からしい状態設定のもとで，
確からしいパラメータを用いた評価を行うものである

• 状態設定の考え方
 長期的変動事象及び埋設施設の状態の設定の考え方を示した上で，

シナリオ設定の考え方を示す

 現状の知見に照らして科学的に確からしいと予見される状態設定 現状の知見に照らして科学的に確からしいと予見される状態設定
を基本設定とし、これに基づいて基本シナリオの策定を行う

 変動の原因となる事象の不確かさの幅やその影響範囲を分析し，
様々な不確かさの影響を包絡できるような代表的シナリオ （変動様々な不確かさの影響を包絡できるような代表的シナリオ→（変動
シナリオ）

• 期間区分期間区分
 ①過渡的な期間

 ②多重バリア機能に期待する期間

 ③主に天然バリア機能に期待する期間

 ④埋設施設が地表付近に近接することが想定される期間



4留意しておくべき点：多重バリアによる
安全確保と防護（=安全）機能

目的
• 放射性廃棄物が長期にわたり人間とその生活環境に有意な影響を及ぼさ

ないようにする

方法
• 放射性廃棄物を閉じ込め 人間の生活環境から隔離することを基本とし• 放射性廃棄物を閉じ込め，人間の生活環境から隔離することを基本とし，

対象廃棄物を安定な地下深部に埋設し，人工バリアと天然バリアから構成
される多重バリアシステムによってその機能を担保する（NUMO 2009）

 埋設施設は、廃棄体に内蔵される
放射性物質が、処分空洞の外部に
できるだけ漏出しないように設計さ
れる必要があり この機能を有したれる必要があり、この機能を有した
部位を総称して、人工バリアとよぶ。
安全評価上は、人工バリア
の構成部位が有する防護機
能に着目する能に着目する

 対象とするバリア毎に評価す
べき時間スケールが異なる
→バリア毎の期間区分

（JAEA-Research 2009-055）より

→バリア毎の期間区分



5海外の規制におけるシナリオ分類

スウェーデン フィンランド スイス
SKIFS 2008 STUK YVL 8.4 HSK-R21 1993

メインシナリオ 基本シナリオ 防護目的1メインシナリオ
発生確率が高い＋発生確率が
低いことを示すことができない事
象を取り込む

基本シナリオ
環境の変化を合理的に予測
したシナリオ(実効線量0.1 
mSv /a)

防護目的1
適切に発生するプロセス
やイベントを考慮
（0.1mSv/a）

発生確率の低いシナリオ
メインシナリオとは異なる可能性
を考慮 人間活動によるバリア

変動シナリオ
バリアの性能劣化の影響を評
価

防護目的2
非現実なプロセスやイベ
ントを考慮（リスクを考慮，人間活動によるバリア

損傷等
価 ントを考慮（リスク

1/100万）

残余シナリオ 擾乱シナリオ 防護目的3残余シナリオ
処分場への人間侵入，
処分場の閉鎖前の放置
等

擾乱シナリオ
可能性の低い破壊的事象，
深井戸ボーリング，ボーリング
の直撃，大規模な岩盤の動き
を考慮

防護目的3
処分場の閉鎖後に対す
る対策（シール等）

を考慮
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 目的

シナリオ研究の目的とアプローチ
 目的

• シナリオ構築における透明性や追跡性，網羅性の担保

・ シナリオ全体が俯瞰できるシナリオの表現方法の検討
( )

シナリオ：前提，環境条
件 環境条件に基づく• 既存の評価(*)において設定されたシナリオをベースに，シナリ

オの更新を柔軟に進めるための方法論を構築
(*)本研究では，第2次取りまとめをベースとした

 アプロ チ

件，環境条件に基づく
安全機能に対する評価
モデル，パラメータ，評
価結果までを含む全体

 アプローチ
①既存の評価（第2次取りまとめレファレンス）を対象に

 初期条件

処分環境条件(温度 水理 力学 化学 形状）

価結果までを含む全体

ひな形 処分環境条件(温度，水理，力学，化学，形状）

 安全機能 の構造で整理（FepMatrixを利用）

②処分オプションや地質環境条件の変更に伴い想定される懸念
事象を発端とするPIDを（評価すべき安全機能を念頭に）作成，

PID:
状態変化をもたらす物理
的 化学的現象の抽出 整

ひな形

事象を発端とするPIDを（評価すべき安全機能を念頭に）作成，
プロセス間の影響に関する判断や，重要なプロセスの抜け落ち
のチェックを行い，処分環境条件への影響を抽出する。

③抽出された処分環境条件への影響を，その他の前提や処分環

的・化学的現象の抽出・整
理→状態設定

FepMatrix :
事象 相互 関連を踏ま境条件の変化について総合的に判断し①の整理結果を変更

する。

②③では，感度解析を用いることにより効率的な判断を行う

④ ③ ② ③ 繰 返

事象の相互の関連を踏ま
えた状態設定の評価方法
のまとまり→シナリオ
(新しいひな形）

④ ③→②→③を繰り返す
(新しいひな形）



7シナリオ構築のための２つの情報整理方法

PID を用いた方法
プロセスを配置して図示することにより，プロセス間
の相互関係が判りやすく 期間区分に対応する表

プロセス
A

プロセス
B

の相互関係が判りやすく，期間区分に対応する表
記も可能

プロセス
Ｃ

相関マトリクスを用いた方法(FepMatrix)
処分環境条件と安全機能を対角要素に配置【処分処分環境条件と安全機能を対角要素に配置【処分環
境条件(THMCG)を決定する要因（地質環境条件，設計条

件）を上流に配置】，安全機能の取り扱い，すなわち，
安全機能が「どの様な処分環境に基づきどの様に評

地質・設
計条件

処分環

プロセス

扱安全機能が「どの様な処分環境に基づきどの様に評
価されるか」まとめ易い

処分環
境条件

安全機能

取扱い

プロセス間の連成が表現し難く，安
全機能との関係が判りにくい 安全機能全機能との関係が判りにくい



8
PIDとFepMatrix形式の併用の利点

OPC支保利用 PIDを用いて処分環境条件の評価に必要となるプロセスを確認

緩衝材領域での想定されるプロセスの例

高pH地下水
の移動→化学

高pH地下水と
ベントナイトの反応

→化学

ベントナイト
の溶解

間隙率の上昇
→形状

PID
YES YES YES

YES YES

実効拡散係数
の上昇→化学

透水性の上昇
→水理

YES YES

NO

設計条件A …… …

状態設定に当たっては、科学的精緻化
を図るだけでなく、安全評価上の保守
性を確認しつつ、物理的・化学的現象
等の単純化を図り、考慮すべき因子数

OPC支保利用 間隙率の上昇

高pH地下水と
ベントナイトの反応
実効拡散係数上昇

透水性上昇

FepMatrix

の削減や因子相互間の相関性を取り
除く等の対応が有効

化学

水理

FepMatrix

形状

安全機能

包絡：評価においては特性の設定において、種々の
特性を決定する条件を包絡することが必要



9ひな形の作成（アプローチ①，ＰＩＤで表現）

第 次 に 機能

概略的にシステムで注目するプロセスが把握可能
→FepMatrixとの相互の構築により重要なプロセスの抜け落ちが防げる

ガラス固化体領域
オーバーパック領域

緩衝材領域

人工バリアの設置環境  

 好ましい地下水化学（還元性など）   Ａ 

 小さな地下水流束   Ｂ 

力学的安定性 Ｃ

第2次取りまとめにおける安全機能

廃棄体の定置・閉鎖ガラス固化体の発熱

還元性・弱アル
カリ地下水

小さな地下水

処分 高放射能量のガラスYES

酸素の残存
YES

微生物・有機物の存在

NONO

微生物・有機物の持込・増殖

緩衝材領域
EDZ領域

NONO

YES

Ａ

Ｂ

 力学的安定性   Ｃ 

 処分施設がバリア性能を損なわない   Ｄ 

 人間環境からの物理的障壁の存在   天然バリア

 地層処分システムに期待する安全機能  

 オーバーパックの核種閉じ込め   ① 

 ガラス固化体が地下水への放射性核種の溶出を抑制   ② 

高放射能核種
の消滅 一定期間経過後の

オーバーパック開口

オーバーパックの腐食

緩衝材の再冠水 EDZの再冠水

オーバーパックの膨張

地下水と材料の反応
地温近傍
に回復

小さな地下水
流速，流量

YES

YES緩衝材の膨潤・飽和
放射能量の低下

γ線放射線分解

塩の蓄積

NONOYES

酸素の残存
オーバーパック周辺

に酸化剤が存在

NONO

YES

鉱物学的に
安定な緩衝材

YES

YES

① ④

④

⑤ Ｃ

 緩衝材の低透水性   ③ 

 緩衝材の膨潤性と可塑性   ④ 

 緩衝材の化学的緩衝性   ⑤ 

 緩衝材間隙中での低い溶解度（溶解度制限）   ⑥ 

 緩衝材中での小さな物質移行速度（拡散）   ⑦ 

緩衝材中での核種移行遅延（収着） ⑧

ガラス固化体への
地下水の侵入

還元性
弱アルカリ性

地下水

緩衝材による止水

ガラス固化体
の表面積増加

緩衝材による
応力の緩衝

YES

EDZ内の地下水

の流動

１０００年

α・γ線放射線分解

YES

YES

緩衝材周辺
に酸化剤が存在

NONO

ガス化

NONO

水理学的に
安定なEDZ

YES

YES

YES

②

⑤

③

⑨

④

⑦

 緩衝材中での核種移行遅延（収着）  ⑧ 

 緩衝材中でのコロイド，微生物および有機物のろ過   ⑨ 

 母岩中での核種の移行抑制  天然バリア 

 母岩中での核種の希釈・分散  天然バリア 

 移行中の崩壊による核種の減衰  共通 

ガラス固化体の
ゆっくりした溶解

核種の地下水
への溶解

核種の沈殿・再溶解

緩衝材中の拡散による移動

コロイドのろ過

EDZへの核種の放出

EDZ中の核種

濃度上昇
YES

緩衝材の形状保持 YES

７万年

YES YES
YES

可動種は低濃度の溶
存形態として存在

YES

YES

⑦

時間的な変遷を考慮し易い

プロセス

状態

プロセス

状態

核種の緩衝材への収着

母岩への核種の放出

YES
YES

第2次取りまとめで定義された安全機能

第2次取りまとめで定義された人工バリア設置環境

⑥

⑧

安全機能に関与するＦＥＰを「括 たＦＥ時間的な変遷を考慮し易い 安全機能に関与するＦＥＰを「括ったＦＥ
Ｐ」を用いることにより，表現することが容
易となる



10ひな形の作成（アプローチ①，ＦepＭａｔｒｉｘで表現）

初期条件→処分環境条件→安全機能の構造で，第２次取りまとめを再整理

処分環境条件に決定に至る条件や判断や
安全機能に対する処分環境条件の取扱に
至る過程をデ タベ ス化→ひな形

処分環境条件に決定に至る条件や判断，
安全機能に対する処分環境条件の取扱に
至る過程をデ タベ ス化→ひな形至る過程をデータベース化→ひな形至る過程をデータベース化→ひな形



11処分環境条件の変更に伴うプロセスの抽出の例示
(アプローチ②）

ガラス固化体領域
オーバーパック領域

緩衝材領域
EDZ領域

NONO

領域の追加・プロセスの詳細化による確認

廃棄体の定置・閉鎖ガラス固化体の発熱

還元性・弱アル
カリ地下水

小さな地下水
流速，流量

処分 高放射能量のガラスYES

γ線放射線分解

酸素の残存
オーバーパック周辺

に酸化剤が存在

YES

NONO

YES

微生物・有機物の存在

NONO

微生物・有機物の持込・増殖

NONO

YES

Ａ

Ｂ

高放射能核種
の消滅 一定期間経過後の

オーバーパック開口

オーバーパックの腐食

緩衝材の再冠水 EDZの再冠水

オーバーパックの膨張

地下水と材料の反応
地温近傍
に回復

YES

YES緩衝材の膨潤・飽和
放射能量の低下

γ線放射線分解

塩の蓄積

NONOYES

に酸化剤が存在 YES

鉱物学的に
安定な緩衝材

YES

① ④

⑤ Ｃ

ガラス固化体への
地下水の侵入

還元性
弱アルカリ性

地下水

緩衝材による止水

ガラス固化体
の表面積増加

緩衝材による
応力の緩衝

YES

EDZ内の地下水

の流動

１０００年

YES

緩衝材周辺
に酸化剤が存在

NONO

NONO

水理学的に
安定なEDZ

YES

YES

⑤

③

④

ガラス固化体の
ゆっくりした溶解

核種の地下水
への溶解

コロイドのろ過
EDZ中の核種

濃度上昇
YES

７万年

α・γ線放射線分解YES ガス化

可動種は低濃度の溶
存形態として存在

YES

②

⑦

⑨
⑦

核種の沈殿・再溶解

核種の緩衝材への収着

緩衝材中の拡散による移動 EDZへの核種の放出緩衝材の形状保持 YES

YES

YES

YES
YES

YES

YES ⑥

⑧

プロセス

状態

プロセス

状態

母岩への核種の放出
第2次取りまとめで定義された安全機能

第2次取りまとめで定義された人工バリア設置環境



12設計条件の変更に伴うプロセスの抽出と処分環境条件への
影響（OPC支保利用による例示，アプローチ②）

支保・OPCセメントの存在

緩衝材密度上昇

NONO

緩衝材透水性変化

NONO

支保領域YES

発端となる条件変更

支保材の間隙閉塞・膨張

透水性低下

YES

CSH,ゼオライト

２次鉱物の沈殿緩衝材密度低下

緩衝材密度上昇

YES

間隙水中 H変化

熱によるセメント再結晶化YES

YES

オーバーパック

表面への移動

YES

NONO

NONO

NONO

緩衝材透水性変化

YES

支保領域

NONO

YES

ひび割れの発生
YES

YES

NONO

温度勾配，硬化による応力発生 YES

YES

YES

地下水の浸入

セメント成分溶出

地 水成分と 応

二次鉱物
CSH沈殿生成

支保材中の間隙増加

力学的強度低下

YES

YES

YES

YES

ベントナイト Ca化

モンモリロナイトとの反応

モンモリロナイト溶解
ケイ酸塩鉱物の溶解

YES

間隙水中ｐ H変化

間隙水中 C 変化

力学的破壊

YES
鉱物組成変化

YES

YES

YESYES

YES

NONO NONO

NONO NONO

NONO

NONO

地下水中 K,Na,Ca イオン増加

地下水の高ｐ H化

地下水成分との反応

コンクリート鉱物との反応

支保材中の間隙増加

透水性上昇

緩衝材への拡散・移動 YES

ントナイト Ca化

カルサイト溶解

YES
緩衝材

膨潤性低下

間隙水中 Ca変化 YESYES

NONO

NONO

NO

NONO
NONO

NONO

YES

母岩への拡散・移動

緩衝材への拡散 移動

母岩地下水のｐ H イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

YES

緩衝材・支保境界の透水性の増加

NONO

NONO

緩衝材領域
母岩地下水のｐ H，イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

母岩間隙の溶解・閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大・縮小

亀裂表面の閉塞

YES母岩透水性の変化 YES

YES

NONO

NONO

水理

化学 母岩領域化学



13設計条件の変更に伴うプロセスの抽出と処分環境条件への
影響（OPC支保利用による例示，アプローチ②）

支保・OPCセメントの存在

緩衝材密度上昇

NONO

緩衝材透水性変化

NONO

支保領域YES

発端となる条件変更

支保材の間隙閉塞・膨張

透水性低下

YES

CSH,ゼオライト

２次鉱物の沈殿緩衝材密度低下

緩衝材密度上昇

YES

間隙水中 H変化

熱によるセメント再結晶化YES

YES

オーバーパック

表面への移動

YES

NONO

NONO

NONO

緩衝材透水性変化

YES

支保領域

NONO

YES

ひび割れの発生
YES

YES

NONO

温度勾配，硬化による応力発生 YES

YES

YES

地下水の浸入

セメント成分溶出

地 水成分と 応

二次鉱物
CSH沈殿生成

支保材中の間隙増加

力学的強度低下

YES

YES

YES

YES

ベントナイト Ca化

モンモリロナイトとの反応

モンモリロナイト溶解
ケイ酸塩鉱物の溶解

YES

間隙水中ｐ H変化

間隙水中 C 変化

力学的破壊

YES
鉱物組成変化

YES

YES

YESYES

YES

NONO NONO

NONO NONO

NONO

NONO

感度解析結果に基づく重要性の判断
・パラメータの重要度に応じた事象の取り扱いに対する判断
・保守性を踏まえた事象の取り扱いに対する判断 等

地下水中 K,Na,Ca イオン増加

地下水の高ｐ H化

地下水成分との反応

コンクリート鉱物との反応

支保材中の間隙増加

透水性上昇

緩衝材への拡散・移動 YES

ントナイト Ca化

カルサイト溶解

YES
緩衝材

膨潤性低下

間隙水中 Ca変化 YESYES

NONO

NONO

NO

NONO
NONO

NONO

YES

母岩への拡散・移動

緩衝材への拡散 移動

母岩地下水のｐ H イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

YES

緩衝材・支保境界の透水性の増加

NONO

NONO

緩衝材領域
母岩地下水のｐ H，イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

母岩間隙の溶解・閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大・縮小

亀裂表面の閉塞

YES母岩透水性の変化 YES

YES

NONO

NONO

水理

化学 母岩領域化学
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ＦｅｐＭａｔｒｉｘの整理結果に対する変更（アプローチ③）

●設計オプションや設計変更に伴う実用性を踏まえたシナリオの開発手法

処分環境条件と安全 処分環境条件の整理

FepMatrix 
設計 Ｔ Ｈ Ｍ Ｃ Ｇ

再評価・追加内容の抽出，安全機能
既存情報の「現象の取り扱い，判断」

に関する系統的な整理 

FepMatrixによる情報整理の概念特徴
・初期条件，処分環境条件と

機能との関係を整理し
データベース化

ツールの利用
設計 Ｔ Ｈ Ｍ Ｃ Ｇ

現象1
現象2
現象3
現象4
現象5

設計・地質環境

ＴＨＭＣＧ

安全機能

新たなシナリオ 個別事象評価

変更

初期条件，処分環境条件と
安全機能の関係を表してい
る

・構造的に整理された情報に 新たなシナリオ，個別事象評価

データ取得の必要性 

陽イオン交換によるCa化，スメクタイトのイラ
イト化，鉄との相互作用による擬クロライト化，

鉄スメクタイト化の鉱物学的変化について考慮

さ 緩 材 能 高

全景 データベース内容

・構造的に整理された情報に
ついて｢変更点」をリストアッ
プすることにより，シナリオの
更新や解析ケ スの追加 された。緩衝材のCa化の可能性は高いがCa化

による性能の低下による処分システムへの影響

は小さいものと判断。その他の鉱物学的変化につ

いは，ナチュラルアナログによる定性的検討か

ら，変化の可能性は小さいものと判断された。‥

‥‥ 

再評価，新規評価事象の抽出 
注目する条件変化

更新や解析ケースの追加・
変更

↓
アプ チの繰り返しによる 追加事象：セメント系材料からの浸出液はポルトラ

ンダイトなどのセメント水和物の溶解に伴いCa2+

により長期間支配され，かつ間隙水は高pHとなる。

緩衝材中の間隙水はモンモリロナイトのイオン交

換反応，モンモリロナイトの結晶端における酸・塩

基反応，モンモリロナイトと随伴鉱物の溶解，二次

鉱物の沈殿により間隙水のpH，イオン強度，組成
が変化する可能性がある ‥‥‥

地下水組成
（pH, Ehを含む）
地下水組成
（含：間隙水）

岩盤の鉱物組成
（変質を含む）

緩衝材の組成
（変質を含む） 天然

コロイド

有機物

微生物オーバーパック
の腐食

イド

ベントナイト
コロイド

コンクリート
の組成

注目する条件変化・アプローチの繰り返しによる
シナリオ抽出

処分環境条件の更新とそれ が変化する可能性がある。‥‥‥コロイド処分環境条件の更新とそれ
に伴う安全機能の取り扱い

に対する更新 変更を踏まえた更新されたデータベース
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ＦｅｐＭａｔｒｉｘの整理結果に対する変更（アプローチ③）

支保・OPCセメントの存在

支保材の間隙閉塞・膨張

透水性低下

CSH,ゼオライト

２次鉱物の沈殿緩衝材密度低下

緩衝材密度上昇

YES

熱によるセメント再結晶化YESオーバーパック
表面への移動

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

緩衝材透水性変化
NONO

YES

NONO
支保領域

NONO

YES

ひび割れの発生 YES

S
NONO

温度勾配，硬化による応力発生

NONO

YES

YES

YES

地下水の浸入

セメント成分溶出

地下水中K,Na,Caイオン増加
地下水の高ｐH化

地下水成分との反応
コンクリート鉱物との反応

二次鉱物
CSH沈殿生成

支保材中の間隙増加

透水性上昇

力学的強度低下

YES

YES

YES

YES

ベントナイトCa化

カルサイト溶解

モンモリロナイトとの反応
モンモリロナイト溶解
ケイ酸塩鉱物の溶解

YES
緩衝材

膨潤性低下

YES

間隙水中ｐH変化

間隙水中Ca変化

力学的破壊

YES鉱物組成変化

YES

YES

YESYES

YES

NONO

NONO NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

YES

母岩への拡散・移動

緩衝材への拡散・移動 YES

母岩地下水のｐH，イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

母岩間隙の溶解 閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大 縮小 YES母岩透水性の変化 YES

YES

YES

緩衝材・支保境界の透水性の増加

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

緩衝材領域

母岩間隙の溶解・閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大・縮小

亀裂表面の閉塞

YES母岩透水性の変化 YES NONO

NONO
NONO

母岩領域    

処分環境 考慮事項 安全機能 取り扱い 

  掘削影響領域での低透水性維持 

物理的な厚さを伴わない，瞬時に混合する仮

想的なミキシングセルモデルを使用する。 

人工バリアからの核種の移行は，ミキシング

セルとの濃度勾配に支配される

母岩条件 考慮事項 設計 取り扱い 

母岩力学 母岩の力学物性 
掘削影響領域の
取り扱い 

母岩（結晶質岩力学特性を使用）。 

温度 母岩の熱性質 
掘削影響領域の

取り扱い 
母岩熱物性を使用。 

水理 
処分坑周辺の低透水

性 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲で水理的掘削影響領域

が発生するものと仮定。 セルとの濃度勾配に支配される。

  掘削影響領域での低透水性維持 

TBMの使用を想定し，0.5ｍ幅の掘削影響領域

が発生し，亀裂の透水性（透水量係数）は，

健岩部の10倍となるものと仮定。これによ

り固化体あたりの地下水流量を0.001m3/yと

する。 

形状 形状の時間変化 
掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されない 

水理 
掘削影響による透

水性の増加

掘削影響領域での

低透水性維持

硬岩系岩盤のデータを用い，亀裂ネットワー
クの評価から，掘削影響領域の流量を推定。

発 す も 仮定。

母岩ジオメト

リー 
空間領域 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲を想定。 

 
 

 

 

 

 

 設計条件 考慮事項 処分環境条件   

掘削影響領域

取り扱い
母岩の熱物性 温度 

周辺母岩の温度は，閉鎖後10年程度で最高温度（横

置き，硬岩で81℃～97℃）となり，1000年後には，

ど 条件においても60℃を下回る 約 10000年で環

PIDによるコンクリー
ト利用におけるプロ
セスの表示（全体の

水性の増加 低透水性維持
0.001m3/yの算出値を採用。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（緩衝材の侵入） 

掘削影響領域での

低透水性維持 

緩衝材の侵入による透水性の変化は特に考

慮していない。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（亀裂不均質性の

取り扱い） 

掘削影響領域での

低透水性維持 

母岩の全領域に亀裂が不均質に分布してい

るものと仮定している。 

掘削影響による透

水性の増加 掘削影響領域での
硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存デ

の取り扱い 
母岩 熱物性 温度

どの条件においても60℃を下回る。約 10000年で環

境温度の45℃に回復する。 

掘削影響領域

の取り扱い 

掘削影響領域の大き

さ 
形状 

掘削影響領域の発生は定性的に考慮され，坑道の配

置方向やプラグの施工等の配置の基本的な考え方の
検討に用いられている。 

掘削影響領域

の取り扱い 

掘削による力学的強

度の変化 
力学 力学的に特に考慮されていない。 

掘削影響領域

の取り扱い

掘削影響領域が潜在的に卓越した水みちとなる可能

性を低くするために坑道と流向を直角に配置するこ

PIDを一部詳細化）

水理
水性の増加

（掘削による透水

性の上昇） 

掘削影響領域での

低透水性維持 
ータから，坑道壁から0.5ｍの範囲で掘削影

響領域が発生するものと仮定。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（ガス影響） 

掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されていない。 

力学 

オーバーパック膨

張等による密度変
化 

掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されていない。 

 

の取り扱い 
掘削による透水性の

増加 
水理 

性を低くするために坑道と流向を直角に配置するこ

とを検討。設計過程では，掘削影響領域として，岩

盤の低透水性が低下することが前提とされ，定性的

配慮された。 

 



16処分環境条件の変更に伴う安全機能の取り扱いの更新
（アプローチ④）

支保・OPCセメントの存在

支保材の間隙閉塞・膨張

透水性低下

CSH,ゼオライト

２次鉱物の沈殿緩衝材密度低下

緩衝材密度上昇

YES

熱によるセメント再結晶化YESオーバーパック
表面への移動

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

緩衝材透水性変化
NONO

YES

NONO
支保領域

NONO

YES

ひび割れの発生 YES

S
NONO

温度勾配，硬化による応力発生

NONO

YES

YES

YES

母岩条件 考慮事項 設計 取り扱い 

母岩力学 母岩の力学物性 
掘削影響領域の
取り扱い

母岩（結晶質岩力学特性を使用）。 

 

処分環境 考慮事項 安全機能 取り扱い 

  掘削影響領域での低透水性維持 

物理的な厚さを伴わない，瞬時に混合する仮

想的なミキシングセルモデルを使用する。 

人工バリアからの核種の移行は，ミキシング

セルとの濃度勾配に支配される地下水の浸入

セメント成分溶出

地下水中K,Na,Caイオン増加
地下水の高ｐH化

地下水成分との反応
コンクリート鉱物との反応

二次鉱物
CSH沈殿生成

支保材中の間隙増加

透水性上昇

力学的強度低下

YES

YES

YES

YES

ベントナイトCa化

カルサイト溶解

モンモリロナイトとの反応
モンモリロナイト溶解
ケイ酸塩鉱物の溶解

YES
緩衝材

膨潤性低下

YES

間隙水中ｐH変化

間隙水中Ca変化

力学的破壊

YES鉱物組成変化

YES

YES

YESYES

YES

NONO

NONO NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

YES
取 扱

温度 母岩の熱性質 
掘削影響領域の

取り扱い 
母岩熱物性を使用。 

水理 
処分坑周辺の低透水

性 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲で水理的掘削影響領域

が発生するものと仮定。

セルとの濃度勾配に支配される。

  掘削影響領域での低透水性維持 

TBMの使用を想定し，0.5ｍ幅の掘削影響領域

が発生し，亀裂の透水性（透水量係数）は，

健岩部の10倍となるものと仮定。これによ

り固化体あたりの地下水流量を0.001m3/yと

する

コンクリート厚さ1ｍの支保を用いる。支
保部分と透水係数は，支保の劣化に伴
い1万年で1×10-5でm/sに上昇。EDZ
全体の流量は約5倍に上昇。3ℓ/yの流

領域 透水係数,m/s  k1～k4

1 0 0.41 4.00E-06

2 0.41 7.41 1.00E-12

3 7.41 8.91 1.00E-05

4 8.91 10 1.00E-10

5 10 ∞ 1.00E-10 Total 1.131E-03

1.116E-03

半径、ｍ　　r1～r4

7.499E-06

各領域での流量、m3/y/m

6.565E-11

8.171E-06

領域 透水係数,m/s  k1～k4

1 0 0.41 4.00E-06

2 0.41 7.41 1.00E-12

3 7.41 8.91 1.00E-05

4 8.91 10 1.00E-10

5 10 ∞ 1.00E-10 Total 1.131E-03

1.116E-03

半径、ｍ　　r1～r4

7.499E-06

各領域での流量、m3/y/m

6.565E-11

8.171E-06

母岩への拡散・移動

緩衝材への拡散・移動 YES

母岩地下水のｐH，イオン強度変化 母岩鉱物と地下水の反応

母岩間隙の溶解 閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大 縮小 YES母岩透水性の変化 YES

YES

YES

緩衝材・支保境界の透水性の増加

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

緩衝材領域

が発生するものと仮定。

母岩ジオメト

リー 
空間領域 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲を想定。 

 
 

 

  

する。

形状 形状の時間変化 
掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されない 

水理 
掘削影響による透

水性の増加 

掘削影響領域での

低透水性維持 

硬岩系岩盤のデータを用い，亀裂ネットワー
クの評価から，掘削影響領域の流量を推定。

0.001m3/yの算出値を採用。 

量で評価する。

亀裂ネットワークモデルと等価の多
重円筒解から3ℓ/yとする。

1.00E-02 (注）流量は上下半面の加算値（2倍）動水勾配、－　　ｈ

1.E-03

1.E-01

流
速

、
m

/
y

地下水流速、m/y

流速、X成分

流速、流量評価面

1.00E-02 (注）流量は上下半面の加算値（2倍）動水勾配、－　　ｈ

1.E-03

1.E-01
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母岩間隙の溶解・閉塞流動経路（亀裂幅）の拡大・縮小

亀裂表面の閉塞

YES母岩透水性の変化 YES NONO

NONO
NONO

母岩領域

    

処分環境 考慮事項 安全機能 取り扱い 

  掘削影響領域での低透水性維持 

物理的な厚さを伴わない，瞬時に混合する仮

想的なミキシングセルモデルを使用する。 

人工バリアからの核種の移行は，ミキシング

セルとの濃度勾配に支配される。 

TBMの使用を想定し，0.5ｍ幅の掘削影響領域

が発生し 亀裂の透水性（透水量係数）は

母岩条件 考慮事項 設計 取り扱い 

母岩力学 母岩の力学物性 
掘削影響領域の
取り扱い 

母岩（結晶質岩力学特性を使用）。 

温度 母岩の熱性質 
掘削影響領域の

取り扱い 
母岩熱物性を使用。 

水理 
処分坑周辺の低透水

性 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲で水理的掘削影響領域

が発生するものと仮定。

 設計条件 考慮事項 処分環境条件   

掘削影響領域

の取り扱い 
母岩の熱物性 温度 

周辺母岩の温度は，閉鎖後10年程度で最高温度（横

置き，硬岩で81℃～97℃）となり，1000年後には，

どの条件においても60℃を下回る。約 10000年で環

境温度 ℃に回復する

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（緩衝材の侵入） 

掘削影響領域での

低透水性維持 

緩衝材の侵入による透水性の変化は特に考

慮していない。 

水理

掘削影響による透

水性の増加 掘削影響領域での 母岩の全領域に亀裂が不均質に分布してい1.E-11
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  掘削影響領域での低透水性維持 

が発生し，亀裂の透水性（透水量係数）は，

健岩部の10倍となるものと仮定。これによ

り固化体あたりの地下水流量を0.001m3/yと

する。 

形状 形状の時間変化 
掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されない 

水理 
掘削影響による透

水性の増加 

掘削影響領域での

低透水性維持 

硬岩系岩盤のデータを用い，亀裂ネットワー
クの評価から，掘削影響領域の流量を推定。

0.001m3/yの算出値を採用。 

掘削影響による透

発 す も 仮定。

母岩ジオメト

リー 
空間領域 

掘削影響領域の

取り扱い 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存データか

ら，坑道壁から0.5ｍの範囲を想定。 

 
 

 

 

 

 

 設計条件 考慮事項 処分環境条件   

掘削影響領域

取り扱い
母岩の熱物性 温度 

周辺母岩の温度は，閉鎖後10年程度で最高温度（横

置き，硬岩で81℃～97℃）となり，1000年後には，

ど 条件においても60℃を下回る 約 10000年で環

PIDによるコン
クリート利用
におけるプロ
セスの表示

境温度の45℃に回復する。

掘削影響領域

の取り扱い 

掘削影響領域の大き

さ 
形状 

掘削影響領域の発生は定性的に考慮され，坑道の配

置方向やプラグの施工等の配置の基本的な考え方の
検討に用いられている。 

掘削影響領域 掘削による力学的強
学 学 考慮

水理
（亀裂不均質性の

取り扱い） 

低透水性維持 るものと仮定している。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（掘削による透水

性の上昇）

掘削影響領域での

低透水性維持 

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存デ

ータから，坑道壁から0.5ｍの範囲で掘削影

響領域が発生するものと仮定。 

OPC製の支保（1m）とEDZ厚さ（0.5
ｍ）部分の支保劣化後（1万年）の
透水係数は平均で1×10-5m/s

境界 内側流速 外側流速 内側平均流速 領域通過流量 平均流速

領域１/2 8.21E-11 1.93E-12 8.01E-11 6.57E-11 5.10E-11

領域2/3 4.09E-11 4.07E-04 5.84E-07 8.17E-06 3.51E-07
領域3/4 3.46E-04 2.15E-07 3.72E-04 1.12E-03 4.02E-05
領域4/5 6.40E-06 6.60E-06 3.44E-06 1.13E-03 3.60E-05

各領域での流速（ダルシー流速、m/y、図の点線上での境界流速） 各領域外側面積を通過する流量

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
中心からの距離 動水勾配 ｈ

境界 内側流速 外側流速 内側平均流速 領域通過流量 平均流速

領域１/2 8.21E-11 1.93E-12 8.01E-11 6.57E-11 5.10E-11

領域2/3 4.09E-11 4.07E-04 5.84E-07 8.17E-06 3.51E-07
領域3/4 3.46E-04 2.15E-07 3.72E-04 1.12E-03 4.02E-05
領域4/5 6.40E-06 6.60E-06 3.44E-06 1.13E-03 3.60E-05

各領域での流速（ダルシー流速、m/y、図の点線上での境界流速） 各領域外側面積を通過する流量

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
中心からの距離 動水勾配 ｈ

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（緩衝材の侵入） 

掘削影響領域での

低透水性維持 

緩衝材の侵入による透水性の変化は特に考

慮していない。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（亀裂不均質性の

取り扱い） 

掘削影響領域での

低透水性維持 

母岩の全領域に亀裂が不均質に分布してい

るものと仮定している。 

水理

掘削影響による透

水性の増加 

（掘削 よ 透水

掘削影響領域での

低透水性維持

硬岩系岩盤では，TBM での掘削による既存デ

ータから，坑道壁から0.5ｍの範囲で掘削影

の取り扱い 
母岩 熱物性 温度

どの条件においても60℃を下回る。約 10000年で環

境温度の45℃に回復する。 

掘削影響領域

の取り扱い 

掘削影響領域の大き

さ 
形状 

掘削影響領域の発生は定性的に考慮され，坑道の配

置方向やプラグの施工等の配置の基本的な考え方の
検討に用いられている。 

掘削影響領域

の取り扱い 

掘削による力学的強

度の変化 
力学 力学的に特に考慮されていない。 

掘削影響領域

の取り扱い

掘削影響領域が潜在的に卓越した水みちとなる可能

性を低くするために坑道と流向を直角に配置するこ

セスの表示掘削影響領域

の取り扱い 

掘削による力学的強

度の変化 
力学 力学的に特に考慮されていない。

掘削影響領域

の取り扱い 
掘削による透水性の

増加
水理 

掘削影響領域が潜在的に卓越した水みちとなる可能

性を低くするために坑道と流向を直角に配置するこ

とを検討。設計過程では，掘削影響領域として，岩

盤の低透水性が低下することが前提とされ 定性的

性の上昇）

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（ガス影響） 

掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されていない。 

力学

オーバーパック膨

張等による密度変
掘削影響領域での

特に考慮されていない

透水係数は平均で1×10 m/s
下流（20ｍ） (表面積を使った流速）
下流（∞） 2.50E-03 <-固化体あたり流量

2.53E-05
3.15E-05

下流（20ｍ） (表面積を使った流速）
下流（∞） 2.50E-03 <-固化体あたり流量

2.53E-05
3.15E-05

水理
（掘削による透水

性の上昇） 

低透水性維持
タから，坑道壁から0.5ｍの範囲で掘削影

響領域が発生するものと仮定。 

水理 

掘削影響による透

水性の増加 

（ガス影響） 

掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されていない。 

力学 

オーバーパック膨

張等による密度変
化 

掘削影響領域での

低透水性維持 
特に考慮されていない。 

 

の取り扱い 
掘削による透水性の

増加 
水理 

性を低くするために坑道と流向を直角に配置するこ

とを検討。設計過程では，掘削影響領域として，岩

盤の低透水性が低下することが前提とされ，定性的

配慮された。 

 

増加
盤の低透水性が低下することが前提とされ，定性的

配慮された。 

 

力学 張等による密度変
化 

低透水性維持
特に考慮されていない。

 



17感度解析結果のシナリオ構築への反映

地下水移行シナリオで想定される
システムモデルの構築

システム性能全体を評価する
ためには，評価すべき事象の
重要性を判断することが重要

パラメータ範囲
不確実性の範囲

v/
y]

亀裂透水量係数の対数平均値

廃棄体からの核種浸出期間

セメント系充填材変質前のIの
収着分配係数

動水勾配

緩衝材厚さ

セメント系充填材変質後のIの

一般統計に基づく
統計的分析やこれ

不確実性 範囲

線
量

[
S
v セメント系充填材変質後のIの

収着分配係数

掘削影響領域流量の増倍比

マトリクス拡散深さ

  緩衝材変質前間隙水中の拡散係数

人工バリアが変質する時間

マトリクス間隙率

マトリクス拡散寄与面積比

亀裂内でのコロイドの流速倍率

統計的分析やこれ
まで開発を行って
きたMoving Band法，
SI法 等を用いパ

最
大

線

0 0 .5 1 1 .5 2 2 .5 3

亀裂内でのコ イドの流速倍率

緩衝材変質後間隙率

充填材領域でのコロイドの流速倍率

天然バリア領域の分散比

最大線量の対数平均変化幅

重要度

影響度

この線量を与えるパラメータ範囲は？
（感度分析）

SI法，等を用いパ
ラメータの感度分
析を実施

最大線量出現時刻[y]

変更したパラメータの重要性の判断 変動シナリオ
パラメータ範囲に適合するシナリオの検討

安全機能に要求する性能の抽出
↓

代表ケース



18今後の課題

区分されているシナリオにどの様に対応するのか
対応：人工バリアについてはPIDを構築する等の手法により確からしさを対応 人 リ は 構築する等 手法 より確からしさ
表現可能と考えられるが，「確からしさ・蓋然性が高い」の定義に関しては，
共通の認識が必要。

どのように期間を区分し状態設定を対応づけるか
どのようにシナリオ区分と状態設定を対応づけるのか

各バリアの安全機能の特徴を踏まえ 期間区分について高レベル廃棄物各バリアの安全機能の特徴を踏まえ，期間区分について高レベル廃棄物
の特徴を踏まえ，期間区分を考察する必要
対応：期間区分毎に，「確からしさ」をPIDで表現し，FepMatrixで関連する
事象の包絡性を確認する手法は 適用可能事象の包絡性を確認する手法は，適用可能
また，状態設定と防護(安全)機能との関係が既に構造的に整理されて
いることから，「安全機能」が大きく変更されない限り，安全機能の期間区
分について考慮することにより，現在のひな形から拡張可能分について考慮することにより，現在のひな形から拡張可能



19喫緊の目標

期間区分の枠組みに対応した「ひな形」となるシナリオ
の作成

最新の知見に基づく防護（安全）機能の整理最新 知見 防護（安 ）機能
 最新の現象解析結果，データベース等に基づく知見の整理（安全機

能の定量化を前提とするトップダウン的整理），PIDの作成

各安全機能と期間区分の関係を整理 各安全機能と期間区分の関係を整理

 実地層を前提とする場合の状態設定を考慮

 蓋然性のレベルの検討 蓋然性のレベルの検討

上記ひな形となるシナリオに対する変動要因の抽出上記ひな形となるシナリオに対する変動要因の抽出
 実際の処分環境を想定した処分オプションや懸念される事象を整理し，

ひな形を用いたシナリオ更新例を試行
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